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      平成 23 年 5月 16日 

各 位 

会 社 名  Ｒ Ｈ イ ン シ グ ノ 株 式 会 社 

代 表 者 名  代表取締役社長 CEO 飯 島  紳  

コード番号  ８ ５ １ ４ （ 札 幌 証 券 取 引 所 ） 

問 合 せ 先  コーポレート本部本部長 阿 部 顕 仁  

Ｔ Ｅ Ｌ  ０１１－３３０－０６６２ 

 
継続企業の前提に関する事項の注記に関するお知らせ 

 
 当社は、平成 23 年 5 月 16 日開催の取締役会において、平成 23 年 3 月期の決算短信及び有価

証券報告書における継続企業の前提に関する事項について、下記のとおり注記することを決議い

たしましたので、お知らせいたします。 
 

記 
 

当社グループは、当連結会計年度において、売上高の著しい減少、営業損失 1,631,035 千円、

経常損失 1,590,807 千円及び当期純損失 2,156,080 千円を計上しました。また、当連結会計年

度の営業キャッシュ・フローは△983,345 千円と大幅なマイナスとなっていることから、継続

企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。  
 このような業績となりました要因は、不動産販売計画の未達および既存貸付先の貸倒引当金

の繰入額 732,659 千円並びに利息返還損失引当金繰入額 253,948 千円の計上によるものであり

ます。 
 当社といたしましては、以下の施策の実行により業績の回復に努め、当該状況の解消を目指

してまいります。 
 
1．今後の展開 
（1）不動産事業 

  主に商業施設サブリース及びこれに付帯するテナント管理・運営を行っておりますが、不動

産事業の多角化により収益力のアップを図ります。 
  具体的には、「戸建分譲販売」「不動産仲介業」「不動産協業」「プレミアム不動産販売」を４

つの柱として販売強化及び拡大を行ってまいり、中期経営計画初年度であります、第 53 期（平

成 23 年度）より目標達成による業績向上と黒字転換を目指してまいります。 
  

（2）投融資事業（投資部門） 
経営陣が培ってきた経験及びネットワークを最大限に活用し、日本並びに成長著しい中国へ

の投資についても積極的に行って参ります。 
また、中長期投資の対象としてきた既存の投資先については、企業価値・将来性を見極めつ 

 つ出口戦略の意思決定を速やかに行い、キャッシュフローの改善を図り、これにより得た投資

資金を新たに即効性の高い投資案件に再投資するなどし、投資・回収をバランスよく進めて参

ります。 
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（3）投融資事業（金融部門） 
中期経営計画における基本方針を受け、消費者金融残高をソフトランディングで縮小し、事

業計画に沿って期間中の収益を確保してまいります。 
更に貸倒費用の圧縮及び同事業コストの改善を実践します。 
 

2．経営体質の強化 
 （1）組織の再編 

当社は事業構造改革を強力且つスピーディーに推進する経営体制確立のため、経営陣を刷新

し組織体制を強化する為の布陣とする予定であります。 
 
 （2）経費削減 
  各事業の収益基盤を確保するとともに、安定的な利益を確保するための費用の圧縮は重要な 

取組みと位置づけております。 
① 人員計画 

    各事業の収益バランスから適正人員の見直しを図り、生産性を高める人員配置を実践し

ます。 
② 一般管理費 

    過去、主力事業でありました消費者金融事業の縮小により、消費者金融事業に係る一般

管理費の圧縮と恒常的な費用の削減、手数料及び保守料等細目に渡り見直しを実践しま

す。  
  
 （3）財務戦略 
  ① 資産運用 
    平成 23 年 4 月 4 日、本社移転により旧本社ビルの有効活用を検討してまいります。 

② 財務運用 
    流動性資金の運用として、各事業の資金計画に基づくポートフォリオを基に、効率的な

資金運用と管理を徹底します。 
 

しかし、これらの対応策を実行している途上であり、現時点では継続企業の前提に関する重要

な不確実性が認められます。 
なお、連結財務諸表は、継続企業を前提に作成されており、このような重要な不確実性の影響

を連結財務諸表に反映しておりません。 
 
 

以上 

 
 


